
議員提出第１号議案  

 

   新型コロナウイルスワクチン接種事業経費の全額負担とワクチン

   等の安定供給等を求める意見書  

 上記の議案を別紙のとおり、会議規則第１３条第１項の規定により提

出する。  

  令和３年２月１９日  

        提  出  者  
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同         か ね だ   正 
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同         吉 岡     茂  

同         た が た  直 昭 

同         岡 安  た か し 

同         く ぼ た  美 幸 

同         長 谷 川  た か こ 

同         は た の  昭 彦 

同         工 藤  哲 也 

 

足立区議会議長   鹿  浜    昭   様  

 

（提案理由）  

 政府に対し、新型コロナウイルスワクチン接種事業費の全額負担およ

び、各自治体が接種事業を円滑に行うためのワクチンと必要物品の安定

供給等を求めるため、本案を提出する。  

 



新型コロナウイルスワクチン接種事業経費の全額負担とワクチン等の安

定供給等を求める意見書  

 

１０都府県で２度目の緊急事態宣言が延長された中、新型コロナウイ

ルスワクチンの有用性に期待が高まっている。  

令和２年１２月に改正された予防接種法では、ワクチン接種に要する

費用を国が負担し、区市町村が実施主体となって実施することとされて

おり、令和３年２月１日時点で、足立区には、「新型コロナウイルスワ

クチン接種体制確保事業費国庫補助金」１３億８０００万円余、「新型

コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金」１５億９３００万円余、

合計２９億７４００万円余が交付される見込みである。  

しかし、足立区におけるワクチン接種の総事業費は、接種や薬液管理

にかかる医師や看護師等の人件費のほか、コールセンターやヘルプデス

クの設置・運営等、概算で３７億円を超える見込みであり、不足する経

費は区の財源から拠出しなければならない。  

ワクチン接種の実施主体である区市町村は、これまで経験したことが

ない膨大な業務を担当することになり、円滑にワクチン接種事業を進め

るためには、国の責任において接種にかかる区市町村のすべての経費を

負担すべきである。  

また、ワクチン接種事業の円滑な実施には、ワクチンの安定供給と超

低温フリーザーをはじめとする接種に必要な物品の確保も欠かせない。

新型コロナウイルス感染症を収束させるためには、国が地方自治体の求

めに応じたワクチンと必要物品を確実に供給し、その取り組みを支える

とともに、接種を受けるかどうかを判断することができるようにワクチ

ンの安全性や副反応の情報公開を行うべきである。  

よって、足立区議会は政府に対し、新型コロナウイルスワクチン接種

事業費の全額負担および、各自治体が接種事業を円滑に行うためのワク

チンと必要物品の安定供給等を強く求めるものである。  



以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。  

令和   年   月   日  

                    議   長   名  

内閣総理大臣  

財務大臣  

厚生労働大臣  

経済産業大臣                       あ  て  

国土交通大臣  

内閣府特命担当大臣（新型コロナワクチン接種推進担当）  

経済再生担当大臣  

 

 


